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６ 農林漁業体験学習（教育ファーム）の取組状況 

 

 

 

 

 
 
 

長野県の教育ファームへの取組み度合いの現状 
※農林水産省農林漁業体験学習の取組実態調査結果(平成 18年 2月 28日公表)より作成 

○ 食育基本法により、農林漁業体験学習の取組(教育ファーム)に着目 

○ 平成 17 年に国が市町村に対して直接行った実態調査によれば、長野県の市町村において教育ファーム

を実施、あるいは、団体等の取組みに支援を実施している市町村の割合は６９．８％と全国の５７．５％

よりも高い 

【参考】教育ファームの定義 

○食育推進基本計画(平成 18 年 3 月)で、食に関する関心や理解の増進を図るため、一連の農作業等の

体験の機会を提供する教育ファームの取組を推進することとした 

○「教育ファーム」とは、自然の恩恵や食に関わる人々の様々な活動への理解を深めること等を目的

として、農林漁業者などが一連の農作業等の体験の機会を提供する取組みを言う。 

出典：様々な主体が連携した「教育ファーム」推進のための計画策定について

 (平成 18 年 4 月 12 日付 18 消安第 163 号) 

全 国 57.5 全 国 28.5 全 国 42.7
1 富 山 93.8 1 佐 賀 65.5 1 富 山 81.3
2 佐 賀 93.1 2 兵 庫 56.3 2 石 川 73.7
3 栃 木 89.2 3 富 山 50.0 3 栃 木 73.0
4 兵 庫 85.4 4 福 島 49.2 4 大 分 71.4
5 石 川 84.2 5 宮 城 44.2 5 滋 賀 70.0
6 大 分 76.2 6 神 奈 川 43.2 6 鳥 取 68.4
7 埼 玉 76.1 7 埼 玉 42.3 7 兵 庫 58.3
8 鳥 取 73.7 8 栃 木 40.5 8 宮 城 58.1
9 京 都 73.3 9 長 野 37.2 9 京 都 56.7
10 神 奈 川 70.3 10 大 阪 37.2 10 熊 本 55.9
11 宮 城 69.8 11 鳥 取 36.8 11 三 重 55.2
11 長 野 69.8 12 石 川 36.8 12 山 口 55.2
13 熊 本 67.8 13 滋 賀 36.7 13 神 奈 川 54.1
14 三 重 65.5 14 新 潟 35.1 14 新 潟 54.1
15 新 潟 64.9 15 奈 良 33.3 15 宮 崎 51.4
16 岡 山 62.5 16 東 京 32.8 16 長 野 51.2
17 山 口 62.1 17 岐 阜 31.8 17 埼 玉 50.7
18 島 根 61.9 18 福 井 30.4 18 岡 山 50.0
19 福 井 60.9 19 青 森 30.2 19 青 森 48.8
20 青 森 60.5 20 京 都 30.0 20 島 根 47.6
21 大 阪 60.5 21 岩 手 30.0 21 茨 城 46.0
22 宮 崎 60.0 22 愛 知 29.2 22 徳 島 45.7
23 福 島 58.7 23 島 根 28.6 23 高 知 45.5
24 秋 田 58.6 24 群 馬 28.6 24 鹿 児 島 44.4
25 高 知 56.8 25 千 葉 28.2 25 大 阪 44.2
26 茨 城 56.0 26 秋 田 27.6 26 長 崎 43.8
27 愛 知 53.8 27 岡 山 25.0 27 福 井 43.5
28 鹿 児 島 53.7 28 愛 媛 25.0 28 香 川 42.9
29 岩 手 52.5 29 山 口 24.1 29 岩 手 42.5
30 香 川 52.4 30 三 重 24.1 30 佐 賀 41.4

実施もしくは支援している 市区町村が自ら実施している 市区町村が支援している


